
FD 委員会 2018 年度総括（自己点検・評価） 

FD 委員長 渡邉浩文 
教務学生課長 目黒裕二

１．2018 年度目標の達成状況・主要計画の実施状況 
（１）教員の資質向上事業【学長諮問事項】※

事実の説明

・情報サービスセンター、ウェルネスセンター、教務委員会等と共催し FSD 研修会

を 5 回実施した他、新任教員研修会を実施した。 
・教育部門及び研究／社会貢献部門に関する教員評価を実施するとともに優秀教員の

表彰を行った。

・研究／社会貢献活動における優秀教員表彰の評価項目の見直しについて、FD 企画

部内に WG を立上げ着手した。 

自己評価
・FSD 研修会の実施や優秀教員表彰など教員の資質向上施策については、実施できた

と判断している。

（２）教育、研究環境の整備事業【学長諮問事項】※

事実の説明

・前・後期共に LMS を活用した授業評価アンケートを実施し結果を公表した。また、

評価の低い教員には、授業改善報告書の提出を要求し授業改善に努めた。

・大学評価アンケート並びに大学院評価アンケートについては、例年 2 月の成績発表

時に実施していたが、多くの学科がポータルサイトによる成績発表に変更したこと

に伴い、アンケートも紙ベースから LMS に変更し実施した。 
・各科目の成績評価分布を学科長に配信し、学科内 FD 研修への活用を促した。 

自己評価
・例年同様、授業評価アンケートおよび大学評価アンケートについては実施できたが、

LMS を活用し実施した結果、回答率の低下が問題となった。 

（３）ＦＤ活動の全学的高揚事業

事実の説明

・FSD 研修会等の参加率向上のため、全ての研修会においてビデオ撮影を行い、情報

サービスセンターの協力を得て、欠席者や振返りのために LMS で動画視聴を可能

とした。

自己評価 ・研修会の参加率向上のための施策は実施できたと判断している。

２．課題および改善・向上の方策

・LMS による授業評価アンケート・大学評価アンケートの回答率の低下。 
・研究業績一覧未入力教員への対応。

・本学ホームページにおける情報公開の継続。

３．特記事項

（１）計画外の特筆すべき取組等：なし

（２）外部評価または指摘等：なし

32 / 34


	【専攻長会議
	教授会資料 

	【審議事項
	第2回
	第2回（取消）
	休学者数
	年度別月間休学者累積数

	退
	年度別月間退学者累積数

	
	第2回

	
	第2回

	
	第2回


	【報告
	00_2018総括_目次
	部局

	総括01_2018総括_工学部
	総括02_2018総括_E
	総括03_2018総括_T
	総括04_2018総括_A
	総括05_2018総括_C
	総括06_2018総括_K
	総括07_2018総括_LD学部
	総括08_2018総括_CD_0508
	総括09_2018総括_SD
	総括10_2018総括_MC
	総括11_2018総括_共通教育
	総括12_2018総括_教職
	総括13_2018総括_工学研究科
	総括14_2018総括_E専攻
	総括15_2018総括_T専攻
	総括16_2018総括_A専攻
	総括17_2018総括_C専攻
	総括18_2018総括_K専攻
	総括19_2018総括_D専攻
	１．2018年度目標の達成状況・主要計画の実施状況
	（１）在学生への教育・研究指導
	２．課題および改善・向上の方策
	３．特記事項

	総括20_2018総括_入試
	１．2018年度目標の達成状況・主要計画の実施状況
	（１）定員比115％の入学生確保【学長諮問事項】
	２．課題および改善・向上の方策
	３．特記事項

	総括21_2018総括_教務
	総括22_2018総括_学生
	総括23_2018総括_就職
	総括24_2018総括_広報
	総括25_2018総括_図書館
	総括26_2018総括_ウェルネス
	総括27_2018総括_地域連携
	総括28_2018総括_研究支援C
	総括29_2018総括_情報SC
	総括30_2018総括_学修支援C
	総括31_2018総括_技術支援
	総括32_2018総括_FD
	総括33_2018総括_国際交流
	総括34_2018総括_学長室

	【報告
	2019年度「学内公募研究」募集要項（案）
	2019年 5月  日
	研究支援センター

	１．目的
	本学の研究推進と研究のブランド化推進のため、以下の目的で学内公募研究（以下、「研究」という。）を募集する。
	（１）研究拠点の形成を図る
	（２）分野横断型チーム研究を推進するためプロジェクト研究所の研究活動を支援する
	（３）科研費等外部資金研究開発の獲得を支援する
	（４）研究の社会実装を推進する
	学内公募研究の実施については、この要項によるものとする。

	２．研究のタイプ
	研究のタイプは以下の４種類とする。
	（１）萌芽型
	科研費等競争的外部資金研究開発への新規応募・採択のための事前研究開発。
	※科研費不採択のテーマは、科研費審査結果の開示文書を添付すること。
	※（新規テーマで科研費申請をする場合は不要）


	（２）発展型
	採択されている科研費等競争的外部資金研究開発を発展させ、さらに大型研究の準備のための研究開発。

	（３）実用化型
	研究シーズを社会実装するために製品化等への実用化を目指し、企業等との本格的な共同研究へ発展させる前段階の研究開発。

	（４）地域連携型
	地域課題やニーズに応え、研究シーズを社会実装するために、地方自治体等からの本格的な委託研究へ発展させる前段階の研究開発。


	３．応募要件
	研究の応募に際しては、以下の用件を満たすものとする。
	（１）研究代表者は、本学の専任教員及び特命教員とする。
	（２）研究代表者は、各研究タイプを通じて１件のみ応募できるものとする。（重複応募は不可とする）

	４．募集期間
	2019年5月20日(月)から2019年6月7日(金)

	５．研究期間
	（１）採択後から2020年3月 15日までとする。
	（２）2年目以降の同一研究テーマによる申請も可能とする。

	６．申請金額の上限
	（１）萌芽型
	申請予定の科研費等初年度予算の半額、または100万円の低い方を上限とする。

	（２）発展型
	採択されている科研費等当該年度予算の半額、または100万円の低い方を上限とする。

	（３）実用化型
	100万円を上限とする。

	（４）地域連携型
	50万円を上限とする。


	７．応募方法
	研究に応募する者（以下、「申請者」という。）は、以下の各号に掲げる申請書類を添えて、第４項に定める募集期間の末日までに、研究支援センター　事務室に提出するものとする。
	（１）研究タイプ別の申請書
	（２）研究の実施に要する使途区分ごとの経費区分積算表
	（３）その他、申請書に掲げる事項
	８．採択方法及び採択件数
	（１）公募に対し申請書の提出があったもののうちから採択するものとする。
	（２）採択の可否及び予算の配算額は、第９項に定める審査会において、第10項、第11項に定める総合評価点方式を用い、第12項で定める審査方法にて決定するものとする。
	（３）採択方法は、各研究タイプに関係なく総合評価点の高いものから採択するものとする。
	（４）採択件数は、予算上限（約2,000万円）までの件数とするが、各タイプの件数枠は設けないものとする。


	９．審査会
	（１）第８項に定める採否及び採択研究ごとの予算の配算額等を決定するため、以下に掲げる者を委員とする審査会を置く。
	①副学長
	②各学部長
	③各学科長
	④共通教育センター長
	⑤研究支援センター長
	⑥地域連携センター長
	⑦委員長が指名する有識者　若干名
	（２）委員長は副学長とする。
	（３）審査委員が、研究代表者または協力研究者である場合は、当該審査委員が代理の者を指名するものとする。
	（４）審査会は委員の半数以上の出席で成立するものとする。



	１０．評価方法
	第９項で定める審査会では、研究タイプ毎に以下の評価ポイントを参考に、総合的な観点からに各審査委員がA：ぜひ採択すべき（4点）～E：採択には至らない（0点）の5段階評価を行うこととする。この評価を点数にしたものを各委員の個別評価点とする。
	（１）萌芽型の評価ポイント：
	①独創性・革新性　：
	研究対象、研究手法やもたらされる研究成果等について、独創性や革新性が認められるか。
	②目的・研究方法・研究遂行能力　：
	研究目的、研究方法や研究の遂行能力が妥当であると認められるか。
	③波及効果　：
	科学技術、産業、文化など、幅広い意味で社会に与えるインパクト・貢献が期待できるか。または、主要成果指標（KPI）見込み数で記述される成果は期待できるか。
	（２）発展型の評価ポイント：
	①独創性・革新性　：
	研究対象、研究手法やもたらされる研究成果等について、独創性や革新性が認められるか。
	②発展性　：
	現在実施している研究を、本学内公募研究予算で発展することによる効果は認められるか。
	③波及効果：
	科学技術、産業、文化など、幅広い意味で社会に与えるインパクト・貢献が期待できるか。または、主要成果指標（KPI）見込み数で記述される成果は期待できるか。
	（３）実用化型の評価ポイント：
	①独自性・新規性　：
	研究対象、研究手法やもたらされる研究成果等について、独自性や新規性が認められるか。
	②実用化可能性　：
	研究内容は妥当か。企業との本格的な共同研究へ発展する可能性が高いか。実用化の可能性は大きいか。
	③波及効果　：
	実用化した場合、経済的なインパクトは大きいか。または、関連産業への波及効果は大きいか。または、主要成果指標（KPI）見込み数で記述される成果は期待できるか。
	（４）地域連携型の評価ポイント：
	①独自性・新規性　：
	研究対象、研究手法やもたらされる研究成果等について、独自性や新規性が認められるか。
	②地域連携性　：
	研究内容は妥当か。地域・団体との連携関係は十分か。地方自治体等からの本格的な委託研究へ発展する可能性が高いか。
	③波及効果　：
	科学技術、産業、文化など、幅広い意味で社会に与えるインパクト・貢献が期待できるか。または、主要成果指標（KPI）見込み数で記述される成果は期待できるか。
	※主要成果指標（KPI）：論文数、学会発表数、参画学生数、社会実装件数、特許等知的財産活動件数、地域・企業からの問合わせ件数、その他の成果

	１１．加点
	各審査委員からの個別評価点の合計点数に次の項目を加点し、総合評価点とする。
	（１）既存研究拠点（減災・防災技術、医工学・健康福祉、地域・地場産業振興）との関係で、次の各号のどれかに該当している場合、1点を加点する。
	①既に参加している
	②まだ参加していないが、採択されれば参加したい
	③既存拠点には関係ないので、新規拠点形成を目指したい
	（２）既存プロジェクト研究所との関係で、次の各号のどれかに該当している場合、1点を加点する。
	①既に参加している
	②まだ参加していないが、採択されれば参加したい
	③既存プロジェクト研究所とは関係ないので、新規プロジェクト研究所設置を目指したい

	１２．審査方法
	審査方法は、以下の2段階審査と最終調整とする
	（１）第１段階審査（書面審査）　：
	審査委員が書面にて申請書を審査し、各審査委員が個別評価点を付ける。申請テーマ毎に加点を考慮し総合評価点を算出し、総合評価点順で、研究経費累計が予算範囲のおよそ75%に到達するまでの申請を第1次採択候補とする。
	（２）第２段階審査（プレゼンテーション審査）：
	第1次採択候補とならなかった申請を総合評価点順並べ、第1次採択候補の申請研究経費累計に加えた場合に予算範囲のおよそ75%~125%までの申請についてプレゼンテーション審査を行う。各審査委員が再度個別評価点を付け、申請テーマ毎に加点を考慮し総合評価点を算出し、総合評価点順で、申請研究経費累計が予算範囲のおよそ100%に到達するまでの申請を第2次採択候補とする。

	（３）最終調整　：第1次採択候補、第2次採択候補、不採択候補の総合評価点、申請金額、予算等を確認し、最終採択テーマを決定するものとする。

	１３．　審査結果の報告と通知
	（１）委員長は、審査の結果を学長に報告し承認を得たときは、速やかに申請者に採否の別を通知するものとする。
	（２）委員長は、審査の結果を直近の教授会に報告するものとする。

	１４．　経費の配算と使用上の制限
	（１）研究の実施に必要な経費は、研究支援センター（以下、「センター」という。）の予算から配算する。
	（２）研究経費は研究活動に配算するものであるが、研究代表者がその経理の責を負うものであること。
	（３）配算された研究経費は、当該研究の目的達成のための実施に直接必要な費用に充てなければならないものであり、他の目的に使用してはならないこと。
	（４）研究経費は、本学の会計年度内で使用しなければならないこと。
	（５）経費執行計画の変更をしようとする額が経費総額の50％を超える場合は、経費変更計画書及びその理由を明らかにする書面をセンター長へ提出し、審査会の審査を経て認めるものとする。
	（６）研究経費は、採択の通知書に記載された日から使用するものとし、年度を通じて計画的な執行に努め、年度末に経理事務が集中しないように特に留意すべきものであること。
	（７）研究経費の使用にかかる物品購入要求書、出張旅費申請書その他これらに類する経理に関する稟議書等は、センター事務室を経由して提出するものとする。
	（８）研究経費の使用及び経理事務執行に当たっては、法令、本学諸規程類及び諸要綱類（以下、「法令等」という。）を遵守するものであること。特に、「科学研究費補助金等の運営管理要綱」は、本学における全ての研究費に対して適用されるものであることに留意すること。
	（９）研究の実施に当たり、又は経費の使用に当たり、法令等に違反する行為又は不適切な行為があった場合には、研究採択の決定を取消しのうえ、研究代表者に対し執行済み経費の一部又は全部の返還を求める場合があること。

	１５．研究報告等
	（１）研究期間途中であっても、センター長は、研究の進捗状況確認及び経費執行の適否確認のため、研究進捗状況報告及び経費執行状況報告を求めることがある。
	（２）研究代表者は、研究期間終了の日から１週間を経過する日又は年度の末日から１週間を経過する日のいずれか早い日までに研究報告書をセンター長に提出するものとする。
	（３）研究成果は、センター紀要（EOS）に掲載して公表するものとし、研究代表者はセンター長が指定する期日までに指定する様式により、研究成果論文を提出するものとする。
	（４）前各号に掲げるもののほか、各種科学技術展示会、産業交流イベント等において本学の研究シーズ等を紹介するために、センター長は研究代表者に対し、ポスターやパネルの原稿提出を求める場合があること。

	１６．研究に係る自己点検・評価等
	（１）研究代表者は研究の終了後に、別途提示される様式に従い、当該研究に係る自己点検・評価を行い、その結果を自己点検・評価書としてセンター長に報告しなければならない。
	（２）審査会は、各研究の事後評価を行うため、事後評価会議を開くものとする。
	（３）研究の代表者は、事後評価会議で研究結果及び自己評価をプレゼンテーションするものとする。
	（４）評価方法は、前号の研究報告書、自己点検・評価書、事後評価会議でのプレゼンテーション内容、および質疑応答を考慮し、研究評価を行うものとする。
	（５）事後評価会議では、以下の事項を決定する。
	①評価結果点数
	②改善のための提言


	１７　疑義の処理
	この要項によりがたいことが生じた場合は、センター長がその取扱い等を決定するものとする。
	附　則
	この要項は、2019年度の学内公募研究に適用する。
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